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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

中間連結会計期間
第54期

中間連結会計期間
第53期

会計期間

自2025年
　４月１日
至2025年
　９月30日

自2026年
　４月１日
至2026年
　９月30日

自2025年
　４月１日
至2026年
　３月31日

売上高 （千円） 10,629,248 11,681,398 23,101,373

経常利益 （千円） 163,310 999,898 908,263

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 115,501 722,873 286,762

中間包括利益又は包括利益 （千円） 442,731 739,972 1,028,424

純資産額 （千円） 35,542,511 34,246,472 34,787,888

総資産額 （千円） 40,544,893 40,113,949 39,832,970

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 3.39 22.80 8.51

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） - - -

自己資本比率 （％） 86.8 84.4 86.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,258,960 1,285,387 1,350,193

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △728,595 △913,877 189,604

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △399,375 △1,280,778 △1,739,649

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 7,024,430 6,103,079 6,928,938

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）経営成績の分析

　当中間連結会計期間の世界経済は、中東情勢をはじめとする地政学リスクの高まりやエネルギー及び原材料価

格の高騰などにより、依然として先行き不透明な状況が続きました。

　このような状況のもと、当社グループは引き続き世界規模での新規顧客開拓に取り組んでまいりました。その

結果、日本及びアジアを中心に受注が堅調に推移しました。当中間連結会計期間の経営成績につきましては、前

中間連結会計期間に比べて、特注機を中心に販売が増加したことから、連結売上高は11,681,398千円（前年同中

間期比9.9%増）となりました。利益面につきましては、売上の増加及び売上総利益率の改善等により、営業利益

は961,478千円（前年同中間期比552.7%増）、経常利益は999,898千円（前年同中間期比512.3%増）、親会社株主

に帰属する中間純利益は722,873千円（前年同中間期比525.9%増）となりました。

 

セグメントの経営成績は次のとおりであります。

　（日本）

特注機の売上が増加したため、売上高は7,202,930千円（前年同中間期比3.4％増）となり、営業利益は

767,650千円（前年同中間期比193.6％増）となりました。

　（米国）

売上高は1,989,692千円（前年同中間期比13.1％増）となり、営業損失は30,928千円（前年同中間期は営業損

失101,546千円）となりました。

　（アジア）

中国で売上が増加したため、売上高は3,124,126千円（前年同中間期比18.0％増）となり、営業利益は

322,837千円（前年同中間期比27.1％増）となりました。

　（欧州）

医療関係向けの特注機の売上が増加したため、売上高は1,475,617千円（前年同中間期比8.8％増）となり、

営業損失は98,740千円（前年同中間期は営業損失198,843千円）となりました。

(2）財政状態の分析

　流動資産は前連結会計年度末に比べ320,127千円増加し26,589,340千円となりました。これは、受取手形及び

売掛金が690,069千円減少しましたが、仕掛品が640,705千円、原材料及び貯蔵品が147,291千円、商品及び製品

が126,120千円増加したことなどによります。固定資産は前連結会計年度末に比べ39,148千円減少し13,524,608

千円となりました。これは有形固定資産及び無形固定資産の償却が進んだことなどによります。その結果資産合

計は前連結会計年度末に比べ280,978千円増加し40,113,949千円となりました。

　流動負債は前連結会計年度末に比べ838,783千円増加し5,253,902千円となりました。これは買掛金が438,013

千円、前受金が424,035千円増加したことなどによります。固定負債は前連結会計年度末に比べ16,387千円減少

し613,573千円となりました。その結果負債合計は前連結会計年度末に比べ822,395千円増加して5,867,476千円

となりました。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ541,416千円減少の34,246,472千円となりました。これは、利益剰余金が

395,902千円増加しましたが、自己株式が913,910千円増加したことなどによります。
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(3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローが1,285,387千円の

収入超過、投資活動によるキャッシュ・フローが913,877千円の支出超過、財務活動によるキャッシュ・フロー

が1,280,778千円の支出超過となり、現金及び現金同等物に係る換算差額が83,410千円となったことにより、前

連結会計年度末に比べ825,858千円減少し6,103,079千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前中間純利益1,003,962千円、棚卸資産の増加額△960,427千円、売上債権の減少額696,013千円、

仕入債務の増加額527,866千円から法人税等の支払額260,426千円を差し引いた営業活動によるキャッシュ・フ

ローは、1,285,387千円の収入超過（前年同中間期は1,258,960千円の収入超過）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　定期預金の預入による支出5,665,295千円、定期預金の払戻による収入4,937,477千円等により、投資活動によ

るキャッシュ・フローは913,877千円の支出超過（前年同中間期は728,595千円の支出超過）となりました。

　(財務活動によるキャッシュ・フロー）

　配当金の支払額326,360千円、自己株式の取得による支出913,910千円等により、財務活動によるキャッシュ・

フローは1,280,778千円の支出超過（前年同中間期は399,375千円の支出超過）となりました。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

(6）研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は400,210千円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(7）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

 

３【重要な契約等】

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数
（株）
　　（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月13日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 35,638,066 35,638,066
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は

100株

計 35,638,066 35,638,066 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

2026年４月１日～
2026年９月30日

－ 35,638,066 － 1,985,666 － 2,023,903
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

株式会社ユーシンインダスト

リー

京都市西京区川島有栖川町127番地 11,992 38.30

小田　高代 京都市西京区 1,968 6.29

村田　美樹 京都市西京区 1,847 5.90

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社(信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン

ターシティAIR

1,681 5.37

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,009 3.22

小谷　眞由美 京都市西京区 968 3.09

RBC IST 15 PCT NON LENDING

ACCOUNT - CLIENT

ACCOUNT　　　(常任代理人　シ

ティバンク、エヌ・エイ東京支

店）

7TH FLOOR, 155 WELLINGTON STREET WEST

TORONTO,ONTARIO,CANADA,M5V 3L3　　　　

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

877 2.80

京都中央信用金庫 京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町91 800 2.56

INTERACTIVE BROKERS LLC

（常任代理人　インタラクティ

ブ・ブローカーズ証券株式会

社）

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH,

CONNECTICUT 06830 USA

（東京都千代田区霞が関３丁目２番５号）

771 2.46

株式会社京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700 704 2.25

計 － 22,619 72.24

（注）１．当社は、自己株式4,327千株保有していますが、上記大株主からは除外しております。

２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数

は、全て信託業務に係るものであります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 4,327,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 31,239,100 312,366 －

単元未満株式 普通株式 71,266 － －

発行済株式総数  35,638,066 － －

総株主の議決権  － 312,366 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数（株）」欄には、証券保管振替機構名義の株式2,500株が含まれて

おります。なお、「議決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数25個は含

まれておりません。

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

ＹＵＳＨＩＮ株式会社
京都市南区久世殿

城町555番地
4,327,700 - 4,327,700 12.14

計 － 4,327,700 - 4,327,700 12.14

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,865,318 11,768,180

受取手形及び売掛金 6,065,247 5,375,178

商品及び製品 1,330,426 1,456,547

仕掛品 1,113,054 1,753,759

原材料及び貯蔵品 5,183,181 5,330,472

その他 725,591 922,822

貸倒引当金 △13,607 △17,620

流動資産合計 26,269,212 26,589,340

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,469,987 3,324,355

土地 6,836,477 6,862,524

その他（純額） 338,799 431,821

有形固定資産合計 10,645,264 10,618,701

無形固定資産   

顧客関連資産 1,127,732 1,017,693

その他 158,740 156,720

無形固定資産合計 1,286,473 1,174,413

投資その他の資産   

投資有価証券 286,844 358,170

退職給付に係る資産 380,738 374,962

繰延税金資産 757,515 724,679

その他 253,664 320,212

貸倒引当金 △46,743 △46,530

投資その他の資産合計 1,632,019 1,731,494

固定資産合計 13,563,757 13,524,608

資産合計 39,832,970 40,113,949
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,282,131 1,720,144

電子記録債務 361,452 445,447

未払金 443,893 380,394

未払法人税等 274,183 316,174

前受金 1,122,263 1,546,298

賞与引当金 329,872 333,858

役員賞与引当金 7,500 9,240

製品保証引当金 127,904 117,932

その他 465,917 384,412

流動負債合計 4,415,119 5,253,902

固定負債   

退職給付に係る負債 124,668 137,634

繰延税金負債 288,625 263,291

その他 216,667 212,647

固定負債合計 629,961 613,573

負債合計 5,045,081 5,867,476

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,985,666 1,985,666

資本剰余金 2,024,597 2,024,597

利益剰余金 29,743,751 30,139,653

自己株式 △2,356,013 △3,269,924

株主資本合計 31,398,002 30,879,994

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 165,141 214,071

為替換算調整勘定 2,700,919 2,666,127

退職給付に係る調整累計額 110,386 105,023

その他の包括利益累計額合計 2,976,447 2,985,222

非支配株主持分 413,439 381,256

純資産合計 34,787,888 34,246,472

負債純資産合計 39,832,970 40,113,949
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 10,629,248 11,681,398

売上原価 6,480,985 6,722,540

売上総利益 4,148,263 4,958,857

販売費及び一般管理費 ※ 4,000,950 ※ 3,997,379

営業利益 147,312 961,478

営業外収益   

受取利息 15,287 35,135

受取配当金 9,073 8,660

その他 17,395 27,682

営業外収益合計 41,756 71,477

営業外費用   

為替差損 24,462 32,128

その他 1,296 929

営業外費用合計 25,759 33,058

経常利益 163,310 999,898

特別利益   

固定資産売却益 1,277 4,213

子会社清算益 17,786 -

特別利益合計 19,063 4,213

特別損失   

固定資産除売却損 6 148

特別損失合計 6 148

税金等調整前中間純利益 182,367 1,003,962

法人税等 50,601 259,708

中間純利益 131,765 744,253

非支配株主に帰属する中間純利益 16,264 21,379

親会社株主に帰属する中間純利益 115,501 722,873
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 131,765 744,253

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 103,510 48,929

為替換算調整勘定 212,264 △47,847

退職給付に係る調整額 △4,809 △5,362

その他の包括利益合計 310,965 △4,280

中間包括利益 442,731 739,972

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 410,209 731,648

非支配株主に係る中間包括利益 32,521 8,324
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 182,367 1,003,962

減価償却費 319,377 224,012

のれん償却額 42,669 -

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,598 2,585

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,396 3,986

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11,300 1,740

退職給付に係る資産及び負債の増減額（△は減

少）
△4,323 3,327

受取利息及び受取配当金 △24,360 △43,795

売上債権の増減額（△は増加） 1,765,149 696,013

棚卸資産の増減額（△は増加） △197,712 △960,427

仕入債務の増減額（△は減少） △178,854 527,866

前受金の増減額（△は減少） 140,984 452,562

その他の流動負債の増減額（△は減少） △231,342 △88,782

その他 △106,186 △325,230

小計 1,719,464 1,497,820

利息及び配当金の受取額 19,048 47,994

法人税等の支払額 △479,552 △260,426

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,258,960 1,285,387

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3,868,722 △5,665,295

定期預金の払戻による収入 3,200,000 4,937,477

有形固定資産の取得による支出 △48,153 △174,021

有形固定資産の売却による収入 1,277 6,609

無形固定資産の取得による支出 △12,997 △18,647

投資活動によるキャッシュ・フロー △728,595 △913,877

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △57 △913,910

配当金の支払額 △340,589 △326,360

非支配株主への配当金の支払額 △58,728 △40,507

財務活動によるキャッシュ・フロー △399,375 △1,280,778

現金及び現金同等物に係る換算差額 64,548 83,410

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 195,538 △825,858

現金及び現金同等物の期首残高 6,828,892 6,928,938

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 7,024,430 ※ 6,103,079
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

荷造運搬費 425,510千円 452,085千円

製品保証引当金繰入額 50,950千円 65,000千円

給料手当・賞与 1,149,109千円 1,181,310千円

賞与引当金繰入額 119,097千円 114,199千円

研究開発費 420,255千円 400,210千円

減価償却費 187,752千円 160,942千円

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 12,554,616千円 11,768,180千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △5,530,185千円 △5,665,101千円

現金及び現金同等物 7,024,430千円 6,103,079千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月15日

取締役会
普通株式 340,344 10 2025年３月31日 2025年６月９日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末日後となる

もの

 
 
（決議予定）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月14日

取締役会
普通株式 340,343 10 2025年９月30日 2025年12月８日 利益剰余金

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月15日

取締役会
普通株式 326,971 10 2026年３月31日 2026年６月９日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末日後となる

もの

 
 
（決議予定）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月12日

取締役会
普通株式 313,103 10 2026年９月30日 2026年12月７日 利益剰余金

 

３．株主資本の著しい変動

　当社は、2026年５月26日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,386,600株の取得を行っておりま

す。この結果等により、当中間連結会計期間において、自己株式が913,910千円増加し、当中間連結会計

期間末において自己株式が3,269,924千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 日本 米国 アジア 欧州

売上高        

外部顧客への売上

高
5,111,379 1,750,829 2,480,867 1,286,173 10,629,248 - 10,629,248

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

1,856,065 7,841 166,241 70,378 2,100,527 △2,100,527 -

計 6,967,444 1,758,671 2,647,109 1,356,551 12,729,776 △2,100,527 10,629,248

セグメント利益又は

損失（△）
261,477 △101,546 253,967 △198,843 215,055 △67,742 147,312

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△67,742千円は、セグメント間取引消去等117千円、棚卸資産の

調整額△67,860千円であります。

２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2026年４月１日　至2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 日本 米国 アジア 欧州

売上高        

外部顧客への売上

高
5,246,791 1,984,981 3,035,235 1,414,389 11,681,398 - 11,681,398

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

1,956,138 4,711 88,890 61,228 2,110,968 △2,110,968 -

計 7,202,930 1,989,692 3,124,126 1,475,617 13,792,366 △2,110,968 11,681,398

セグメント利益又は

損失（△）
767,650 △30,928 322,837 △98,740 960,819 659 961,478

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額659千円は、セグメント間取引消去等5,227千円、棚卸資産の調整

額△4,567千円であります。

２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2025年４月１日 至2025年９月30日）

（単位：千円）

 報告セグメント

合計
 日本 米国 アジア 欧州

製品及びサービス別      

ロボット 3,395,990 1,037,776 1,943,404 644,005 7,021,177

特注機 738,097 184,829 77,030 258,987 1,258,944

部品・保守サービス 977,291 528,223 460,432 383,179 2,349,126

顧客との契約から生じる収益 5,111,379 1,750,829 2,480,867 1,286,173 10,629,248

その他の収益 - - - - -

外部顧客への売上高 5,111,379 1,750,829 2,480,867 1,286,173 10,629,248

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2026年４月１日 至2026年９月30日）

（単位：千円）

 報告セグメント

合計
 日本 米国 アジア 欧州

製品及びサービス別      

ロボット 3,396,269 918,456 2,479,447 463,445 7,257,618

特注機 835,361 437,788 56,820 483,452 1,813,421

部品・保守サービス 1,015,161 628,736 498,968 467,492 2,610,358

顧客との契約から生じる収益 5,246,791 1,984,981 3,035,235 1,414,389 11,681,398

その他の収益 - - - - -

外部顧客への売上高 5,246,791 1,984,981 3,035,235 1,414,389 11,681,398
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純利益 3円39銭 22円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 115,501 722,873

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
115,501 722,873

普通株式の期中平均株式数（株） 34,034,437 31,706,616

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

１.期末配当

　2026年５月15日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………326,971千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2026年６月９日

（注）　2026年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

２.中間配当

　2026年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………313,103千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2026年12月７日

（注）　2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 

  2026年11月11日
 

 

 

ＹＵＳＨＩＮ株式会社  

 取締役会　御中  

 
 

 太陽有限責任監査法人

 京都事務所

　
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 古　田 賢　司  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 大　好 　慧

 

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＹＵＳＨＩＮ株

式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＹＵＳＨＩＮ株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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